
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「仕事休
やす

もっ化
か

計画」について 

～仕事はチームで行い、休みやすい職場環境に～ 

 

年次有給休暇の取得は、働く人にとって、心身の疲労回復やリフレッシュに活用する

など、働く人の仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図る上で大切です。  

「仕事と生活の調和推進のための行動指針」（平成 22年６月改定）で 2020年（令和

２年）までに年次有給休暇の取得率を 70％に引き上げるとの目標が掲げられています

が、就労条件総合調査（別添資料）によると平成 29年の年次有給休暇取得率は 51．1％

と 18年ぶりに５割を超えたものの、依然として政府目標である 70％とは大きな乖離が

あります。 

2019（平成 31）年４月から、労働基準法の改正により、年 10日以上の年次有給休暇

を付与される労働者に対し、使用者は年 5日間の年休を確実に取得させることが必要と

なりました。年次有給休暇の計画的付与制度を導入することは、年次有給休暇の取得を

促進するとともに、労働基準法を順守する観点からも重要です。また、仕事に対する意

識やモチベーションを高め、仕事の生産性を向上させるとともに企業イメージの向上や

優秀な人材の確保につながるなど、年休を取得しやすい環境を整えることは、企業にも

大きなメリットとなります。 

今年は、土日休日制の会社で、８月 12日（月）～15日（木）が夏季休暇（お盆休み）

の場合には 12日（月）が山の日の振替休日となることから６連休となります。16日（金）

を年休の計画的付与制度を用いて会社全体で休みとしたり、個々の労働者が年休を「プ

ラスワン」することで９連休となり、計画的な休暇取得を促すことのできる絶好の機会

でもあります。 

 厚生労働省及び静岡労働局においては、事業主や働く皆さまに、計画的な年次有給休

暇の取得向上に向けての一層の取組に対する周知啓発の一環として、「仕事休
やす

もっ化
か

計

画」の取組を呼びかけています。 
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年次有給休暇の取得率等の推移
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（資料出所） 厚生労働省｢就労条件総合調査｣（平成１１年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による）
（注） １） 「対象労働者」は「常用労働者」から「パートタイム労働者」を除いた労働者である。

２） 「付与日数」には、繰越日数を含まない。「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。
３） 平成18年以前の調査対象：「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」→平成19年以降の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営企業」
４） 平成25年以前の調査対象：「常用労働者が30人以上の会社組織の民営企業」→平成26年以降の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営法人」

（※医療法人等の会社組織以外の法人を調査対象に加えた。）
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平成29年の年次有給休暇の取得率は51.1％と、18年ぶりに５割を超えたものの、
依然として、政府目標である70％とは大きな乖離がある。

平成29年取得率
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